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１．はじめに 

 気象庁の60年に及ぶ津波警報業務の歴史において、平成23年（2011年）東北地方

太平洋沖地震による未曽有の災害、特に津波による甚大な被害は、津波警報のあり方

に対して極めて大きな課題を提起するものであった。 
 気象庁では、津波警報の初期段階において推定した地震の規模、予想した津波が実

際と比較して大きく下回ることとなった要因や、発表した津波警報の内容・タイミン

グ等を検証し、津波警報改善の方向性を定めるため、「東北地方太平洋沖地震による

津波被害を踏まえた津波警報改善に向けた勉強会」（以下、「勉強会」）を６月から

９月にかけて３回開催した。 
一方、同時期に中央防災会議では「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波

対策に関する専門調査会」を設置し東北地方太平洋沖地震の被害を踏まえた地震・津

波対策の総合的な検討を進めており、「勉強会」での検討状況は、随時同専門調査会

に報告され、同専門調査会における検討にも反映された。気象庁では、こうした勉強

会や専門調査会における有識者等からの指摘や提言、気象庁・関係機関による被災地

等での聞き取り調査結果等を踏まえ、平成23年９月12日、「東北地方太平洋沖地震に

よる津波被害を踏まえた津波警報の改善の方向性について」（以下、「津波警報改善

の方向性」）をとりまとめた。 
 「津波警報改善の方向性」では、津波警報第１報の迅速性は確保しつつ過小評価と

ならないことを基本としつつ、地震の規模の評価や沖合津波観測施設のデータの活用

推進など技術面での改善に加えて、津波警報の内容や発表のタイミングについても改

善の考え方を示しているが、その詳細は別途検討することとしていた。このため、「津

波警報の発表基準等と情報文のあり方に関する検討会」（以下、「検討会」）を開催

し、主に下記の内容について検討することとなった。 
  ○津波警報の発表基準となる津波の高さ及び予想される津波の高さ区分の設定 
  ○津波警報における高さ予想の定性的表現 
  ○津波の第１波や、沖合での津波の観測結果の発表方法 
  ○津波警報の情報文における警戒の呼びかけ方等の見直し 
 検討会において行った議論の結果等を踏まえ、津波警報の発表基準等と津波警報の

内容や発表のタイミングについて、以下に提言をとりまとめた。 
 
 
２．津波警報改善の方向性及び検討会の検討事項 

２．１ 津波警報改善の方向性と検討会の役割 

 東北地方太平洋沖地震における津波警報の課題は以下の様に要約される（図１）。 
 ①地震発生３分後に発表した津波警報第１報での地震規模推定が過小評価であっ

た。 
 ②津波警報第１報で発表した「予想される津波の高さ３ｍ」が避難の遅れに繋がっ

たと考えられる。 
 ③国内の広帯域地震計が振り切れ、地震の規模（マグニチュード）を精査すること

ができなかった。また、沖合のケーブル式水圧計のデータを利用した津波警報更
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新の手段が不十分であった。 
 ④津波の観測結果「津波の第１波 0.2ｍ」などの情報が、避難の遅れや中断に繋が

ったと考えられる。 
これらの課題に対処するためには、津波警報第１報で過小評価を回避することや、

振り切れにくい広帯域地震計や沖合津波観測データを利用した津波警報の速やかな

更新を行う等の技術面での改善とともに、住民の避難行動をより的確に支援するため

に、津波警報や津波の観測結果の発表の内容やタイミングについての改善が必要であ

る（図２）。 
 東北地方太平洋沖地震に関する研究が進展する中で、過小評価を回避するための監

視手法が実用化されつつある。また、平成 23 年度第三次補正予算等により、振り切

れにくい広帯域地震計や沖合の津波観測施設の整備が進められていることから、技術

面での課題については、今後着実に改善されることが期待できる。よって、本検討会

では、津波警報や津波観測情報の伝え方について、「津波警報改善の方向性」におい

て別途検討するとされた事項について主に議論を行い、提言としてとりまとめた。 
  



5 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３月１１日東北地方太平洋沖地震に対する津波警報・情報発表の流れと課題

地震波（短周期）を用いた地震規模推
定（気象庁マグニチュード：Mj）
長所：迅速性
短所：マグニチュード８を超えると地震規

模推定が過小評価となる

地震波（長周期）を用いた地震規模推
定（モーメントマグニチュード：Mw）
長所：マグニチュード８を超えても正しく規

模推定可能
短所：解析に時間を要する

沖合及び沿岸の潮位観測に基づく津
波規模推定
長所：直接観測によるものなので予測精

度が高い。津波地震や海底地滑りに
よる津波にも対応可能

短所：解析に時間を要する

津波規模推定手法

地震
発生

データ収集
（２～３分）

●
Mj計算

=7.9

津
波
警
報
第
１
報

データ収集（約１０分） 計算（約５分）

津
波
警
報
更
新
報

影響：M過小評価で発表
した「岩手県3m」等が避
難の遅れに繋がった。

注）両方の長所を兼ね備えた手法は存在しない。

津
波
警
報
更
新
報

データ監視

データ収集

更新発表した津波警報が、
停電等で十分に住民まで

伝わらなかった。

津波情報で発表した観測結
果「第１波0.2m」等が避難
の遅れ、中断に繋がった。

データ監視

１４：４６

１４：４９ １５：１４

影響：沖合津波計データの監視を強化。
釜石沖ケーブル式水圧計で14:58頃、さらに
同沖GPS波浪計で15:10頃、急激な海面上昇

が検知されたため、後者に基づき津波警報
を更新したが、ケーブル式水圧計に基づく更
新手段が不十分で、遅れを生じた。

岩手3m
宮城6m
福島3m

岩手6m
宮城10m以上
福島6m

影響：直ちに国外の広帯
域地震計のデータを用い
たマグニチュード計算に
切り替えたが、Mw=8.8
が得られたのは15:40頃
で、マグニチュードに基
づく警報更新ができな
かった。

認識：想定されていた
宮城県沖地震（海溝寄
りまで連動型）と震源・
Mが合致したため、過
小評価と気づかずMj = 
7.9で津波規模を推定し
た。

認識：津波警報切り上げ更
新のための量的根拠となる
地震規模推定を急ぐとともに、
津波監視を強化したが、時
間を要した（警報発表作業上、
切り上げ更新を行うことが緊
急事態を広く瞬時に伝えるた
めの唯一の方法）。

国内の広帯域地震計のほとんどが
測定範囲を超えたためMw計算不
能となった。

地震観測

地震観測

津波観測

地震規模に基づく津波

規模の推定は津波シ
ミュレーションデータ
ベースによる。

津
波
警
報
更
新
報

１５：３０

更新発表した津波警報が、
停電等で十分に住民まで

伝わらなかった。

15:14の更新頃GPS波浪計
で観測された6～7mの波

高や、沿岸潮位計での海
面上昇に基づき津波警報
を更新したが、津波の来
襲に間に合わなかった。

岩手、
宮城、
福島
10m以上

図１ 津波警報・情報発表の流れと課題 
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津波警報基準や津波
の予想高さ区分は、予
測精度と防災対応を考
慮して決定する。

沖合津波計の更なる活用、利用技術の開発

強震動まで観測できる広帯域地震計の活用、
利用技術の開発

地震波（短周期）を用いた地震規模推
定（気象庁マグニチュード：Mj）
長所：迅速性
短所：マグニチュード８を超えると地震規

模推定が過小評価となる

地震波（長周期）を用いた地震規模推
定（モーメントマグニチュード：Mw）
長所：マグニチュード８を超えても正しく規

模推定可能
短所：解析に時間を要する

沖合及び沿岸の潮位観測に基づく津
波規模推定
長所：直接観測によるものなので予測精

度が高い。津波地震や海底地滑りに
よる津波にも対応可能

短所：解析に時間を要する

津波規模推定手法

地震
発生

データ収集
（２～３分）

●
Mj計算

=7.9

津
波
警
報
第
１
報

データ収集（約１０分） 計算（約５分）

津
波
警
報
更
新
報

注）両方の長所を兼ね備えた手法は存在しない。

津
波
警
報
更
新
報

データ監視 より高度な解析

３分 １５分程度

地震観測

地震観測

津波観測

地震規模に基づく津波

規模の推定は津波シ
ミュレーションデータ
ベースによる。

津波警報・情報の改善の方向性

過小評価のおそれを速
やかに認識できる監視
手法を開発・導入し、第１
報での過小評価を回避。

過小評
価のお
それ？

NO

海域毎に設定した最大M、
監視手法によるM概算値

YES

過小評価のおそれがあ
る場合は、予想される
高さは数字では発表せ
ず、定性的表現で非常
事態であることを伝える。

より高度な解析 津

波

警

報

更

新

報

より確度の高い更新報
の迅速確実な発表。

より確度の高い更新報の
より迅速確実な発表。

第１波の観測結果について、今
後さらに大きな津波が来襲す
る可能性が伝わるよう津波情
報の発表の方法を見直す。

警報・情報の多様な伝達手段が確保
されるように関係機関に働きかけ。

「揺れたら避難」の原則や、津波警報
発表の基本方針（安全サイド、更新さ
れること等）、津波の性質（繰り返し来
襲等）につき周知広報。

津波警報等の分類や予想される高さ
区分に応じた防災対応につき横断的
に検討。

津波到達予想時刻は
同一予報区内でも差
があることも伝える。

図２ 津波警報・情報改善の方向性 
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２．２ 検討会の検討事項 

 「津波警報改善の方向性」において別途検討すべきとされた事項を踏まえ、本検討

会では以下の点について検討を行った。 
 

表１ 検討会の検討事項 

検討項目 内容 
本提言の該

当箇所 

１．津波の高さ予想の区

分と津波警報の分類との

対応 

「津波警報改善の方向性」で示された予想される

津波の高さの区分（～１ｍ、１～２ｍ、２～４ｍ、

４～８ｍ、８ｍ～の５段階程度）について、津波

の高さと被害との関係から、どう区分するのがよ

いか、また、津波警報（大津波、津波）や注意報

とどう対応づけるか検討。 

４．２（１）

４．２（２） 

４．２（３） 

４．４ 

２．予想される津波の高

さの表現方法 

予想される高さの表現方法（数値での表現） ４．３（１） 

３．津波警報の分類 「大津波警報」という名称の使用も可能とするよ

う検討。 

４．２（４） 

４．想定最大マグニチュ

ードを適用するなどして

津波警報を発表する場合

の高さ予想の伝え方 

気象庁マグニチュードが示すよりも大きな地震

の可能性を検知し、当該海域で想定される最大マ

グニチュードを適用するなどして津波警報を発

表する場合の、各予報区の予想高さの伝え方。 

４．３（１） 

５．津波到達予想時刻の

発表 

津波到達予想時刻が同じ予報区でも数十分程度

以上、場所によっては１時間以上の違いがあるこ

となどを踏まえた伝え方の検討。 

４．３（１） 

６．津波到達予想時刻に

応じた発表 

高い津波が直ちに襲ってくるおそれがある予報

区を優先的に伝えることを検討。 

４．３（１） 

７．津波観測の第１波の

伝え方 

第１波について今後さらに大きな津波が来る可

能性が高く極めて危険な状態が続いていること

が伝わるような発表の方法（今後大きな津波が来

ることを意識させる言葉に替える、など）。 

４．３（２） 

８．津波の実況・推移の

伝え方 

津波の実況や推移が正しく住民に伝わるような

伝え方（図情報等の活用など）。 

４．６（１） 

９．沖合津波観測データ

の発表 

沖合の観測データを迅速に伝えることで警戒を

呼びかけることを検討。 

４．３（２） 

１０．情報文における警

戒の呼びかけ等の改善 

津波警報や津波情報の情報文においてより避難

行動を促す表現の検討。警報や情報の更新にあた

って重要な変更部分が端的かつ的確に伝わるよ

うな発表方法を検討。 

４．４ 

４．５ 
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３．検討会での議論の概要、意見募集結果 

３．１ 検討会における意見 

 第１回～第３回検討会における有識者等の意見は、別紙２のとおりである。 

 

３．２ 提言案に対する一般の方や自治体等の意見 

 提言（案）に対する一般の方や自治体等の意見の概要は別紙３のとおりである。個々

には様々なご意見があるが、全体として、提言（案）を評価する意見が多く寄せられ

た。また、改善点等についての周知の重要性を指摘する意見も多かった。 

 

 

４．提言 

 検討会における議論や一般・自治体等からの意見を踏まえ、津波警報の発表基準等

と情報文のあり方に係る提言を以下のとおりとりまとめた。 
 
４．１ 津波警報や津波情報の見直しに関する基本方針 

 津波警報や津波情報の改善にあたり基本となる考え方について、以下のとおり整理

した。 
 ① 受け手の立場に立って、簡潔で分かりやすい内容や表現とする。【簡潔な表現】 
 ② 予想される津波の高さだけではなく、その津波により起こりうる災害を容易に

イメージできるようにし、とるべき避難等の防災行動を明示的に伝える。【行動

に結びつく表現】 
 ③ 警報・情報で伝える内容は、情報の精度と発表のタイミングを考慮して、定性

的表現と数値等（観測値や予想値等）を有効に組み合わせたものとする。【情報

精度と発表タイミングを考慮した表現】 
 ④ 警報や情報の重要事項を見出し部に示すとともに、警報や情報の更新にあたっ

ては、フラグ（識別符）を付す等して、重要な変更部分が的確に伝わるような

発表方法とする。【重要事項が分かる表現】 
 
４．２ 津波の高さ予想の区分と津波警報の分類との対応 

（１）津波の高さと被害との関係 

 「津波警報改善の方向性」においては、予想される津波の高さ区分は、～１ｍ、１

～２ｍ、２～４ｍ、４～８ｍ、８ｍ～、の 5 段階程度を基本に、津波の高さと被害状

況の調査結果も踏まえて決定する必要があるとされている。 
 浸水深と被害との関係については、過去の津波災害をもとに包括的に整理した首藤

(1992, 1993)が広く知られている。さらに、東北地方太平洋沖地震を対象としたもの

として、東北大学災害制御研究センター、東北工業大学、国土交通省都市局による調

査等がある。 
 気象庁においても、沿岸での津波の高さと被害との関係について、東北地方太平洋

沖地震における津波痕跡等に基づく津波の高さの推定値と、その周辺における被害状

況（自治体への聞き取り調査に基づく）との関係の調査を行っている。 
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 これらの調査結果を別添資料１、２に示す。なお、別添資料２は 2010 年のチリ中

部沿岸の地震による津波のものも含んでいる。 
 

 
 
 
 
 調査結果から、津波の高さと被害との関係について、以下のとおり整理できる。 
 
浸水深と被害 
①浸水深については、２ｍ（木造建物の全壊等の増加）、４ｍ（木造建物はほぼ全滅）

が、被害の様相が変化する境界となっている。 
 

沿岸での津波の高さと被害 
②住家の全壊は、沿岸での津波の高さ３ｍ程度から見られ、５～６ｍ程度から全壊、

流失の数は急増する。 
③人的被害は、沿岸での津波の高さ２ｍ程度から見られ、４～５ｍ程度からその数

は急増する。 
④居住区域への浸水は、沿岸での津波の高さでは 90cm 程度から、東京湾平均海水

面水位（TP）上の高さでは 1.3m 程度から見られる。 
⑤住家床下浸水は、沿岸での津波の高さ１～２ｍ程度から見られる。 
⑥船舶被害及び漁業施設被害は、２０cm 程度から見られる。 
 

 なお、今回の調査では、沿岸での津波の高さは TP 上の高さとほぼ同等であった。 
 
（２）津波警報等の発表基準 

 津波警報等の発表基準を検討するにあたり、まず、津波警報等の発表の考え方を以

下のとおり整理し、次に、津波の高さ予想の区分を定めるにあたりその境界値を津波

警報等の発表基準に揃える必要があることから、発表基準について検証する。 
 

○津波警報：警報は、重大な災害が起こるおそれのある場合に発表されるもので

ある。津波が陸上に及んだ場合、たとえ浸水深が浅くとも、その流速によっ

て屋外では人が巻き込まれたり、住家まで浸水するおそれがあるなど、重大

図３ 津波の高さについて 
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な災害が起こるおそれのあることから、津波警報は、おおむね陸上に遡上す

る津波が予想された場合に発表する。  
   さらに住家の全壊が見られるようになるなど災害の様相が変わったり、よ

り甚大な災害となったりするおそれを警告する場合には、津波警報（大津波）

を発表する。 
 
○津波注意報：沿岸部の海上、海の中及び海岸付近へ注意を呼びかける場合に発

表する。 
 
 津波による被害、特に陸上への浸水被害は、浸水深（地面からの水位）との関係が

深い。沿岸の津波の高さと浸水深とは、後者には標高という独立した要素が入ってく

るため明確には関係づけることはできないが、（１）④及び⑤から沿岸部の標高を概

ね１ｍ程度と見なすことができる *1

上記及び①～⑥から、警報等の発表基準を以下のとおり整理する。 

。このことを踏まえると、沿岸での津波の高さ３

ｍ（浸水深２ｍに対応）が住家の全壊が見られる境界となると考えられる。この値は、

沿岸での津波の高さと被害の関係の②の結果とも整合する。 

 
    津波警報（大津波）３ｍ～  （①②③より）     
    津波警報（津波） １ｍ～  （③④⑤より） 
    津波注意報    20cm～  （⑥より） 
 
（３）津波の高さ予想の区分 
 津波警報等の発表基準を区分の境界とするほか、（１）の調査結果の②③から、５

ｍ（浸水深４ｍに対応）程度を境に被害状況に違いが見られることから、予想される

津波の高さの区分にこの境界を加える。さらに、とりうる防災対応の段階や、予想さ

れる高さが大きいほど誤差が大きくなること等を踏まえ、津波の高さ１０ｍを境界に

加える。 
 以上を踏まえ、津波の高さ予想の区分と津波警報の分類との関係は以下のとおりと

する。 
    表２ 津波の高さ予想の区分と津波警報の分類との関係 

警報・注意報の分類 津波の高さ予想の区分 
津波警報（大津波） 10m～ 

5m～10m 
3m～5m 

津波警報（津波） 1m～3m 
津波注意報 20cm～1m 

                                                   
*1 （１）④及び⑤は、TP 上の津波の高さ１ｍ程度から居住区域への浸水が発生していることを示して

いる。このことから、ある浸水深に対応する被害は、TP 上では、その浸水深＋１ｍの場合の被害と同

等と見なしうる。現在、津波警報等で発表している津波の高さは、図３に示した平常潮位からの津波

の高さであるが、今後、津波被害とより密接に関連づけるため、TP 上の津波の予想高さを警報基準に

取り入れられるよう、技術的検討を進めることとする。 



11 
 

なお、20cm 未満の場合は、若干の海面変動があるが被害の心配はない旨を「津波

予報」として発表する（現行と同じ）。 
 

（４）「大津波警報」の呼称 

 気象庁は現在、「津波警報」を「津波警報（大津波）」と「津波警報（津波）」に分

類して発表しているが、一般には、「大津波警報」が「津波警報（大津波）」の意味と

して広く用いられていることから、「大津波警報」という名称も、「津波警報（大津波）」

と同義のものとして正式に位置づけ、警報や情報文中では基本的に「大津波警報」の

呼称を用いる。 
 
 なお、新たに「巨大津波警報」という分類を設けるべきとの意見もあったが、既存

の津波警報（大津波、津波）に対して抱く危機感を低下されるおそれがあり、情報体

系が複雑化することに見合った防災上の効果は必ずしも期待できないと考えられる

ため、設けない。 
 
４．３ 津波警報の情報文のあり方 

 ４．１の基本方針、４．２の津波の高さ予想の区分と津波警報の分類との関係を踏

まえ、津波警報の情報文のあり方について、以下のとおり整理した。 
 
（１）津波警報の内容と表現 

 ①津波の高さ予想の表現 

 津波の高さ予想の区分は幅を持ったものであるが、「津波警報改善の方向性」を

踏まえ、簡潔で分かりやすいものとするため単一の数値とし、また、危機感の喚起

のため、予想区分の幅の高い方の数値とする。最も高い区分については、「１０ｍ

超」とする。 
 また、過小評価対策を適用して津波警報を発表する場合の津波の高さ予想につい

ては、地震規模の推定の不確定性が大きいと考えられることや、通常の地震とは異

なる非常事態であることを伝えるために敢えて表現方法を変える意味で、津波警報

（大津波、津波）、津波注意報いずれも数値なしの定性的な表現とする。 
 以上を踏まえ、津波の高さ予想の表現は以下のとおりとする。 
 

表３ 津波の高さ予想の表現 
警報・注意報の分類 津波の高さ予想の

区分 
数値による表現 定性的表現 

津波警報（大津波） 10m～ 
5m～10m 
3m～5m 

１０ｍ超 
１０ｍ 
５ｍ 

 
巨大 

 
津波警報（津波） 1m～3m ３ｍ 高い 
津波注意報 20cm～1m １ｍ なし※） 
※）情報文中では表記しない。 
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 また、過小評価対策を適用して津波警報を発表する場合、「東日本大震災クラス」

等、過去の顕著な事例を警報の見出しなどで津波災害の全体像を表現する場合に用

いたり、警報や地震情報で地震の規模を「M８を超える巨大地震と推定」と表現す

ることなどにより、津波警報発表地域の住民に、普段と異なる異常事態であること

を具体的にイメージできるようにする。 
 
 なお、従来は予想される津波の高さが「１ｍ」の場合は津波警報（津波）、「３ｍ」

の場合は津波警報（大津波）であったが、予想区分の幅の高い方の数値を用いるこ

ととしたことなどにより、「１ｍ」の場合は津波注意報、「３ｍ」の場合は津波警報

（津波）となる。 
 
 ②避難を呼びかける表現 

 到達予想時刻までに残された時間によらず、「ただちに避難」とする。 
 津波到達までに残された時間は、同じ予報区内でも差があり、予報区が異なれば

さらにその差が大きくなるが、わが国沿岸で発生した津波に対しては長くても数時

間程度の差である。それぞれの状況において防災対応を完了させるために要する時

間には違いがあるため、警報が発表されれば、ただちに避難する等のそれぞれの防

災行動を起こすことが必要である。また、津波到達までに残された時間に応じて表

現を変える場合、その逆効果として、「まだ少し余裕がある」との油断を生じさせ

るおそれがある。 
この表現は、わが国沿岸で発生する津波だけでなく、津波の到達までに相当な時

間が見込まれるいわゆる遠地津波での警報発表においても適用する。遠地津波に対

しては、おおむね２時間前までには警報等を発表することとしているが、警報発表

とともに適切な行動をただちにとることができるよう、それまでの間、海外での津

波観測の分析やリアルタイムでの津波シミュレーション等を実施し、警報の発表タ

イミング等について、随時情報発表等を行う。 
 

 ③警戒すべき地理的な範囲への言及 

 津波警報・注意報では、警戒や避難を呼びかける対象者を地理的にある程度特定

した表現とする。具体的には、津波警報（大津波、津波）については「沿岸部や川

沿い」、津波注意報については「海の中、海岸付近」とする。 
 一方、津波によって被災しうる範囲は、標高、広がりとも、地形や土地利用形態、

堤防等護岸施設の高さ・強度などにより大きく異なる。津波警報において、被災範

囲を予報区単位で一律に規定することは、個々の防災行動の規範と受け取られるお

それがあることから、たとえ概数的な規定であっても、被災範囲（標高、浸水範囲

等）に言及することは適切ではない。ハザードマップを参考に、津波発生時には状

況に応じ最善を尽くした避難行動をとっていただくことを基本とすることが適切

である。 
 
 ④津波到達予想時刻の表現 
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 同一予報区内でも津波の到達時刻は数十分程度から１時間以上違うことがある

ため、このような違いを明示的に伝えるとともに、予報区毎に、その予報区での最

短の到達予想時刻、予報区内の検潮所等の個々の到達予想時刻を分かりやすく並べ

た形式とする（別紙４p39,43,45 参照）。 
 

 ⑤広域に警報を伝える場合の優先事項の表現 

 警報・注意報を問わず、すべての予報区に対して、予想される津波の高さや到達

予想時刻等を第１報から発表することを基本とするが、高い津波がただちに襲って

くるおそれがあるなどの切迫度が分かるよう、フラグ（識別符）を付加することな

どにより、全国的に警報を伝える場合に優先すべき内容が分かるようにする。また、

このフラグ（識別符）は、警報等の更新の際に重要な変更事項を伝える場合にも活

用する。 
 

（２）津波観測情報の内容と表現 

 ①高い津波が予想されている場合の小さな津波観測結果の発表 

 観測事実を伝えることは重要である一方、東北地方太平洋沖地震では、非常に高

い津波が予想された予報区での「第１波 0.2ｍ」の観測情報が、避難の足を鈍らせ

た可能性が指摘されている。観測値の発表は今回の教訓を踏まえて、避難行動を妨

げることがないようにすることに十分配慮して行う必要がある。 
 津波が到達したという事実は避難を逡巡している方に対して避難を促す有効な

情報であるが、観測された津波の高さが、高さ予想の区分よりも十分小さな値の間

は、観測値をそのまま伝えることは津波に対して安心感を抱かせるおそれがある。

このことから、 
 

○第１波については、到達した時刻と押し引きのみ発表する。 
○最大波については、津波到達後に観測される津波の高さを、「これまでの最大

波」として順次発表する。その値が予想される高さに比べ十分に小さい場合は、

以下のように発表する。 
  ・「これまでの最大波」では、警報・注意報の分類における１段階下の高さ

基準に達するまでは、定性的な表現とする。 
 
     表４ 観測した津波の高さを数値で発表する基準 

発表中の警報等 数値で発表する基準 

津波警報（大津波） 観測値＞１ｍ（それ以下は「観測中」等、定性的表現） 
津波警報（津波） 観測値≧０．２ｍ（それ未満は「観測中」等、定性的表現） 
津波注意報 すべて数値で発表（ごく小さい場合は「微弱」） 

 
  ・上記の基準を超えた場合、観測値を速やかに発表する。なお、水位が上

昇中の場合は、その旨を明記する。 
  ・観測値が予想される高さに比べ十分小さい状態が継続し、沖合の津波観
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測値や地震発生メカニズム等も勘案の上、その状態が続くまたはさらに

減衰すると判断された場合は、すみやかに警報・注意報の切り下げまた

は解除を行うとともに、観測された最大値を発表する。 
○上記の基準については、予め公開するとともに、「観測中」等の発表が続く間

は防災上どのような留意が必要かの周知啓発を進める。また、津波の高さが低

い段階では、目視による津波の確認は困難であるが、その状況でも決して油断

してはならない旨の周知啓発を行う。 
 

 ②沖合で津波を観測した場合の情報 

 東北地方太平洋沖地震では、非常に高い津波が沿岸に到達する前に GPS 波浪計

により津波の到達を検知し、その結果が津波警報の更新に活用されるなど、沖合で

の津波観測の有効性が実証された。また、沖合における津波観測は、今後飛躍的に

充実する見込みである。 
 沖合で津波をいち早く検知して沿岸に顕著な津波が押し寄せるおそれが認めら

れた場合は、ただちに情報を発表するため、沖合での津波観測情報を従来の観測情

報とは別に新設する（別紙４p53-58 参照）。 
 沖合での津波観測の情報については、これまでも、GPS 波浪計による沖合での

観測値及びその値から推定された沿岸での津波の高さ等を発表してきた。一方、よ

り沖合にあるケーブル式水圧計については、そのデータを使って津波を評価し具体

的に量的に警報に反映させるための手法が確立しておらず、観測値を発表していな

かった。今後、GPS 波浪計に加え、これらケーブル式水圧計のデータも、今回得

られた観測データ等から沿岸における津波の高さを経験的に推定するなどにより

活用し、沖合の津波観測情報において発表する。 
 沖合で第１波が到達したことはただちに伝えることが重要であるが、この沖合で

の津波の高さから推定された沿岸での津波の高さが、高さ予想の区分よりも十分小

さい値の場合には、沿岸の津波観測情報と同様、小さい第１波の情報が避難の足を

鈍らせることのないような配慮が必要である。 
 さらに、沖合で観測された津波から推定される沿岸の津波の高さは不確定性を多

く含んでおり、こうした高さについては、幅を持った数値で発表する。 
 以上を踏まえ、沖合で観測された津波の情報については、４．３（２）①に記載

の考え方に準じ、 
 
○第 1 波については、沖合に津波が到達した時刻と押し引きのみ発表する。 
○最大波については、津波到達後に観測される沖合での津波の高さを「これまでの

最大波」として順次発表するとともに、沖合での津波の高さから推定される沿岸

での津波の高さの推定値を発表する。 
○沖合での津波の高さから推定される沿岸の津波の高さが、予想される高さに比べ

十分に小さい場合は、以下のように発表する。 
  ・「これまでの最大波」では、沖合での観測値を「観測中」等、推定される沿岸

での津波の高さは「推定中」等の表現とする。 
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       表５ 沖合で観測した津波の高さの伝え方及び基準 

発表中の 
警報等 

推定される沿岸の高

さを数値で発表する

基準 

沖合の観測値、及び推定される沿岸での津波の高さの表現 

沿岸の推定値が基準の高さを超え

た場合 
沿岸の推定値が基準

に満たない場合 

津波警報 
（大津波） 

沿岸の推定値＞３ｍ 沖合、沿岸とも数値で発表  
沖合：「観測中」等 
沿岸：「推定中」等 津波警報 

（津波） 
沿岸の推定値＞１m 沖合、沿岸とも数値で発表 

津波注意報 すべて数値で発表 沖合、沿岸とも数値で発表 
 

  ・上記の基準を超えた場合、観測値を速やかに発表する。なお、水位が上昇中の

場合は、その旨を明記する。 
○沿岸での津波の高さの推定値が津波警報相当以上の場合は、その旨を見出し等で

分かりやすく表現する。 
 

（３）その他の事項 

  津波警報等において用いる用語等について、以下のとおり整理した。 
 

表６ 津波警報等において用いる用語等について 
論点 対処 理由 

津波警報、津波到達予想時刻・予想される津波の高さに関する情報 

【現時刻が到達予想時刻以降の場合

の到達予想時刻の表現】 

「既に津波到達と推測」という表現

について 

「津波到達中と推測」とする。 「既に津波到達と推測」で津波の危険が去

ったと誤解されないこと、予報区内で到達

時刻に幅があることを踏まえた表現とす

る。 

【第１波の到達が観測された場合の

到達予想時刻の表現】 

「津波到達を確認」という表現につ

いて 

「第１波の到達を確認」とす

る。 

津波の全体が分かったとの誤解を招かな

い表現とする。 

【到達予測時刻等の表題】 

「津波到達予想時刻」「予想される津

波の高さ」という表題について 

表題を「第１波の到達予想時

刻」「予想される津波の最大波

の高さ」とする。 

予想しているのは第１波の到達時刻や津

波の最大波であることから、誤解を招かな

い表現とする。 

津波観測に関する情報 

【観測された到達時刻の表題】 

第１波が到達した時刻を指す言葉を

どうするか（第１回検討会の案では

「津波検知時刻」）。 

表題を「第１波到達時刻」と

する。 

「津波検知時刻」では、「検知」という言

葉に馴染みがない。「津波観測時刻」では

津波の最大波が既に過ぎてしまったとの

誤解されるおそれがある。「第１波」とい

う用語を含んだ表現が適切。 
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【観測された波高の表題と表現】 

現行の「最大波」という表題と、「こ

れまでの最大波」の数字で発表しな

い段階での表現をどうするか。 

表題を「これまでの最大波」

とする。 

表現を、「観測中」とする。 

全体を通じての最大波との誤解を招かな

い表現とする。 

津波観測値が予想される高さに比べ十分

小さい場合、一定の規模以上のものが測定

されるまで数字は発表しない。この状況

を、津波は既に到達していることの危機感

をあわせて伝える表現としては、「観測中」

が適切。 

 

 
４．４ 津波警報の高さ区分の基準と警報・情報文中の表現の対応 

 ４．１～４．３を踏まえた、想定される津波のリスクととるべき行動、津波警報の

高さ区分の基準と警報・情報文中の表現の対応を表７に示す。 
 なお、中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する

専門調査会」報告では、津波警報と避難指示等とハザードマップとの関係の明確化に

係る検討の必要性について言及されており、中央防災会議「災害時の避難に関する専

門調査会・津波防災に関するワーキンググループ」でも関連の議論が進められる予定

である。こうした観点も踏まえ、津波警報と避難指示等やハザードマップなどの津波

防災対策が連携したものであるべきとの観点から、表７のとおり、これらの関係につ

いてもあわせて記載した。 
表７に記載の、警報・情報文中の表現は、現時点において整理し、記載したもので

あり、「災害時の避難に関する専門調査会・津波防災に関するワーキンググループ」

における議論を踏まえ、適宜、より有効な表現を取り入れる必要がある。 
 
４．５ 津波警報・情報文の改善案 

 ４．１～４．４を踏まえた情報文案を別紙４に示す。 
 
４．６ その他の改善 

（１）津波の実況・推移の情報 

 津波の実況・推移を分かりやすく伝え、津波来襲中での避難の徹底、津波の解除に

向けた準備的な情報としての利用等に資するため、新たに図情報の活用を進める。図

情報の例を別紙５に示す。 
 
（２）震度速報における津波への警戒の呼びかけ 

 震度速報において津波への警戒を呼びかけることとし、その電文の例を別紙５に示

す。 
 
４．７ 中長期的な課題 

（１）津波監視・予測技術開発 

 気象庁は、大学、研究機関等と連携して、津波監視・予測技術の開発に、今後より
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一層積極的に取り組む必要がある。特に、ケーブル式水圧計は今後飛躍的に増加する

見込みであり、これらを活用した津波監視・予測技術開発は、防災情報として津波警

報等を発表する気象庁と大学、研究機関等が共同で取り組むことが重要である。 

 また、津波警報は、現在は平常潮位からの津波の高さ（津波のない場合の潮位から

津波によって海面が上昇する量）を基準としているが、「津波警報改善の方向性」に

おいても、津波警報の発表基準等に、ハザードマップとも関連が高いと考えられる、

基準面からの潮位（東京湾平均海面水位上の高さなど）を利用することを中長期的に

検討することとしており、今後、潮位に基づく津波警報の発表技術の実用化に取り組

む。 
 

 
 

 

 

（２）津波防災対策 

 津波避難においては、津波警報と避難指示等の防災対応、避難行動との関係を整理

するとともに、情報伝達手段、ハザードマップや防災教育等の津波防災対策との連携

が極めて重要である。津波防災対策については、中央防災会議「災害時の避難に関す

る専門調査会・津波防災に関するワーキンググループ」において検討が進められる予

定であり、気象庁はこの議論を十分に踏まえつつ、より一層の津波警報の改善に取り

組む必要がある。 
 
 
５．おわりに 

 津波警報は、行政や住民等にとって、避難行動等の津波防災対応の根幹となる情報

であり、津波警報の改善にあたっては、津波警報として伝達すべき内容について、受

け手の立場に立って様々な角度から検討することが必要不可欠である。また、津波警

報が住民等に確実に伝達されることが非常に重要であることも踏まえ、本検討会では、

学識経験者のほか、住民等へ避難を呼びかける地方自治体や放送事業者、伝達手段を

提供する通信事業者が参加して、総合的かつ多面的な検討を行い、さらに関係防災機

関や国民一般から意見を募集し、それらも反映した提言をとりまとめた。 
 しかしながら、この提言を踏まえて津波警報が改善されたとしても、それだけでは

津波警報を十分に機能させることはできない。気象庁は、引き続き津波警報を関係機

 
最大の高さ 

第一波の高さ 

平常潮位 

第一波の 
到達時刻 

最大の高さの発現時刻 

東京湾平均海面（TP） 

TP上の潮位の最大（標高） 
最大波の津波の高さ

 
第一波の津波の高さ 

最大波の発現時刻 

図４ 津波と潮位の関係 
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関に確実に伝達するとともに、関係機関と連携しつつ、住民への警報の伝達が多様な

手段で確実に実施されるような施策を推進しなければならない。また、津波警報では

個々の地点の津波のリスクを伝えることができないことに鑑み、中央防災会議「災害

時の避難に関する専門調査会・津波防災に関するワーキンググループ」等での議論を

踏まえて、津波警報の表現に反映させるとともに、今後策定されるであろうハザード

マップや避難計画が津波警報と密接に関連したものとなるよう働きかけていかなけ

ればならない。さらに、津波に対する正しい知識をもとに的確な避難行動がとられる

よう、気象庁は、地方自治体や放送機関、学校関係者等との緊密な連携のもと、これ

らの機関が実施する避難訓練等の津波防災に係る取り組みに積極的に関わるととも

に、津波警報や津波避難に係る周知啓発の着実な進捗を図らねばならない。 
 地震や津波という現象は複雑で未解明な部分も多いが、東北地方太平洋沖地震やそ

れに伴う巨大な津波の発生メカニズムについて、様々な機関で調査研究が進められて

おり、さらに、沖合での地震・津波観測については今後大幅に強化されることが期待

される。気象庁は、それらの成果の活用を図りつつ、津波予測技術の高度化を進める

必要がある。このような津波警報の精度向上と同時に、津波警報が安全サイドに立ち

発表されること、予測精度には限界があることなどについても周知を図りつつ、東北

地方太平洋沖地震の教訓を踏まえた、避難行動に結びつく警報を発表できるよう、最

大限の工夫と努力を継続する必要がある。 
 
 
参考文献 
国土交通省都市局報道発表資料（2011）：東日本大震災による被災現況調査結果につ

いて（第 1 次報告） 
首藤伸夫（1992）：津波強度と被害．東北大学災害制御研究センター津波工学研究報

告．9：101-138. 
首藤伸夫（1993）：津波発生時及び来襲時の音響－その２ 昭和三陸大津波による沿

岸での音響発生条件－．東北大学災害制御研究センター津波工学研究報告．10：1-12. 
田中礼治（2011）：津波の被害状況．「建築技術」9 月号：160-168. 
中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査

会」第 7 回（2011）：東北大学災害制御研究センター越村准教授提供資料. 
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 表７ 津波警報の高さ区分の基準と警報・情報文中の表現の対応表 

法規

上の 

区分 

分類 

津波の高さ表現 

（丸括弧内は予

想される範囲） 

警報等とハ

ザードマッ

プ等との関

係 

想定される津波のリスクと 

とるべき行動 

警報・情報文中の表現 注） 

＜呼びかけ、指示を主体に＞ 

 ○避難の呼びかけ 

 ○とるべき行動 

＜解説を主体に＞ 

 ○高さに応じたリスク 

警 

 

報 

大津波 

警報 

１０ｍ超 

（10m～） 

 

 

 

 

 

 

 

・巨大な津波が襲い壊滅的な被害が生じる。 

・木造家屋が全壊・流失し、人は津波による流れに

巻き込まれる。 

・ただちに高台や避難ビルなど安全な場所へ避難。 

 大きな津波が襲い甚大な被害が発生し

ます。 

 沿岸部や川沿いにいる人はただちに高

台や避難ビルなど安全な場所へ避難して

ください。 

 津波は繰り返し襲ってきます。警報が解

除されるまで安全な場所から離れないで

ください。 

巨大な津波が襲い壊滅的な被害が生

じる。 

木造家屋が全壊・流失し、人は津波

による流れに巻き込まれる。 

 

１０ｍ 

（5～10m） 

・巨大な津波が襲い甚大な被害が生じる。 

・木造家屋が全壊・流失し、人は津波による流れに

巻き込まれる。 

・ただちに高台や避難ビルなど安全な場所へ避難。 

巨大な津波が襲い甚大な被害が生じ

る。 

木造家屋が全壊・流失し、人は津波

による流れに巻き込まれる。 

 

５ｍ 

（3～5m） 

・津波が襲い甚大な被害が生じる。 

・木造家屋が全壊・流失し、人は津波による流れに

巻き込まれる。 

・ただちに高台や避難ビルなど安全な場所へ避難。 

津波が襲い甚大な被害が生じる。 

木造家屋が全壊・流失し、人は津波

による流れに巻き込まれる。 

津波 

警報 

３ｍ 

（1～3m） 

・標高の低いところでは津波が襲い被害が生じる。 

・浸水被害が発生し、人は津波による流れに巻き込

まれる。 

・ただちに高台や避難ビルなど安全な場所へ避難。 

 

 津波による被害が発生します。 

 沿岸部や川沿いにいる人はただちに高

台や避難ビルなど安全な場所へ避難して

ください。 

 津波は繰り返し襲ってきます。警報が解

除されるまで安全な場所から離れないで

ください。 

標高の低いところでは津波が襲い被

害が生じる。 

木造家屋で浸水被害が発生し、人は

津波による流れに巻き込まれる。 

注 

意 

報 

津波 

注意報 

１ｍ 

 （0.2～1m） 

・海の中や海岸付近では津波による被害が生じる。 

・海の中にいると速い流れに巻き込まれる。 

・養殖筏の流失や小型船舶の転覆などが生じる。 

・ただちに海から離れること。 

 海の中や海岸付近は危険です。 

 海の中にいる人はただちに海から上が

って、海岸から離れてください。 

 潮の流れが速い状態が続きますので、注

意報が解除されるまで海に入ったり海岸

に近づいたりしないようにしてください。 

海の中では人は速い流れに巻き込ま

れる。 

養殖筏が流失し小型船舶が転覆す

る。 

なお、津波到達予想時刻・予想される津波の高さに関する情報では、到達予想時刻と高さの情報の注意点について、以下のとおり言及。 
「到達予想時刻は、予報区のなかで最も早く津波が到達する時刻です。場所によっては、この時刻よりもかなり遅れて津波が襲ってくることが 
あります。到達予想時刻から津波が最も高くなるまでに数時間以上かかることがありますので、観測された津波の高さにかかわらず、津波警報が解除 
されるまで安全な場所から離れないでください。」 
「場所によっては津波の高さが『予想される津波の高さ』より高くなる可能性があります。」（高さを定性的に表現する場合は削除）  

津波警報

と避難指

示等やハ

ザードマ

ップなど

の津波防

災対策と

の関係の

明確化 

注）この表現は、現時点において整理・
記載したもので、今後、より有効な表
現を取り入れる必要がある。 
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「津波警報の発表基準等と情報文のあり方に関する検討会」検討経過等 

 

１．検討経過 

 平成２３年１０月２６日 検討会（第１回） 

      １２月１日  検討会（第２回） 

      １２月１６日 「津波警報の発表基準等と情報文のあり方に関する提言」 

             （案）作成、公表 

             「津波警報の発表基準等と情報文のあり方に関する提言」 

             （案）一般への意見募集（～１月１８日）、 

             自治体等への意見照会（～１月１８日） 

 平成２４年１月３１日  検討会（第３回） 

      ２月７日   「津波警報の発表基準等と情報文のあり方に関する提言」 

             公表 

 

２．「津波警報の発表基準等と情報文のあり方に関する検討会」委員名簿 

 

◎阿部勝征 東京大学名誉教授 

○田中 淳 東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター長・教授 

 岩田孝仁 静岡県危機管理部危機報道監 

 内山研二 (社)日本民間放送連盟災害放送専門部会委員 

      (ＴＢＳラジオ＆コミュニケーションズ制作センター ニュース情報部 

       担当部長) 

 梅原康司 須崎市地震・防災課長 

 越智繁雄 内閣府参事官（地震・火山・大規模水害対策担当） 

 片田敏孝 群馬大学大学院工学研究科教授 

 越村俊一 東北大学大学院工学研究科准教授 

 近野好文 (財)日本気象協会専任主任技師【気象振興協議会推薦】 

 酒井泰吉 日本放送協会報道局災害・気象センター長 

 佐竹健治 東京大学地震研究所教授 

 高橋重雄 (独)港湾空港技術研究所理事長 

 谷原和憲 (社)日本民間放送連盟災害放送専門部会委員 

      (日本テレビ放送網報道局ネットワークニュース部長) 

 平松 進 石巻市総務部防災対策課危機管理監 

 福島弘典 ＮＴＴドコモ災害対策室長【電気通信事業者協会推薦】 

 山口英樹 消防庁防災課長 

 山田 守 釜石市市民生活部防災課長 

  （◎印：座長 ○印：副座長）  
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「津波警報の発表基準等と情報文のあり方に関する検討会」における意見 

 

１．第１回検討会（１０月２６日） 

○ 津波の高さ表現と津波警報における表現の対応表（第 1 回検討会資料 3-1、9 ペ

ージ）の表現上の留意点で、大津波警報は「高台や避難ビルに避難」とあり、

津波警報は「安全な場所に避難」としている。津波警報の場合、具体的にどこ

へ避難するのか分からない。 
 

○ 津波警報の分類について、大津波警報を 3m 以上としているが、10ｍ以上では

激甚な被害となることから、もう一段上の階級（巨大津波警報）を考える必要

があるのではないか。 
 
○ 情報で危機感を伝えるうえで、人的被害の調査結果を考慮する必要があるので

はないか。 
 

○ 切迫性に係る表現は到達時間も考慮すべきではないか。すぐに到達するものに

ついては「ただちに」「今すぐ」などの時間的に差し迫っている状況も伝える表

現とする一方、遠地地震の場合など、ある程度猶予がある場合の伝え方につい

ても検討する必要がある。 
 

○ 「大至急」「今すぐ」など、時間的な猶予としては、津波の高さによらないので、

表現が違うのはどうか。 
 

○ 津波の高さが 1 から 3ｍ程度の場合については、護岸施設の高さなど、その時の

潮位にもよるため、潮位や TP 上の高さも考慮したほうが、高潮の情報との統一

感もあってよいのではないか。 
 

○ 今回の地震において予想高さ 3ｍでは護岸施設があるので大丈夫と思った人が

多かった。警報や情報は、住民がどう受け取るかが問題で、簡潔で分かりやす

い内容とすべき。防災行政無線で伝える場合、避難を促すよう命令的な表現を

考えている。 
 

○ 「巨大な津波」と「非常に大きな津波」のどちらがより大きな津波なのか、並

べて示されれば「巨大＞非常に大きな」と理解できても、単独で示された場合

よく分からない。 
 

○ 津波の高さは 5ｍでも 10m でも十分大きく、住民にとって違いはないため、大

津波警報の上に巨大津波警報を設ける必要はないのではないか。 
 

○ 津波警報のみで全てをカバーするのは無理であり、ハザードマップとの連携が

別紙２ 
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必要。 
 

○ 「湾奥やリアス式海岸など地形によっては、津波は標高○○ｍまで達するおそ

れ」とあるが、今回の地震で平野部への遡上があったように、平野部での危険

性も伝えるべき。 
 

○ 「おそれ」の表現は、大雨の場合などは確度が低い場合に使用している。危険

性を呼びかけるのであれば別の表現のほうがよいのではないか。 
 

○ 放送で伝える場合、いち早く逃げてもらうことが重要で、情報を受け取る側は、

高さ区分や情報量は少なく単純な方がよい。 
 

○ 危険性を伝える方法として、「甚大」より、例えば「壊滅的」など直接的な表現

も検討してはどうか。 
 

○ 今回の警報のランク分けは建物被害に基づいて行われているが、最も重要なの

は人命を救うことであり、人的被害による区分が出来ないか。 
 

○ 予想される津波の高さによって避難する対象が広範囲になる。広範囲に逃げる

ような表現があればよいのでは。 
 

○ 中央防災会議専門調査会の報告において、津波警報発表の改善についてまとめ

られている。たとえば、警報の分類については、防災活動と避難行動を考慮す

る必要がある。また、人命を守る情報としての津波警報があり、避難のタイミ

ングや避難勧告等をどのタイミングで出すかなど、防災対応とリンクさせる必

要がある。 
 

○ 今回の地震で、地元では、津波警報が「津波」から「大津波」に切り替えられ

た時点で避難する住民が増えたが、過去の経験などから避難所から帰った人が

いたことは課題である。 
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２．第２回検討会（１２月１日） 

 

① 津波警報の分類として新たに「巨大津波警報」を追加するか。（第２回検討会

資料１、１．） 

○ ３月１１日の事例で見ても、津波警報と大津波警報で避難行動の区別がつい

ていなかったのではないか。さらに上の階級である巨大津波警報を追加するこ

とはさらに分かりにくくなる。「巨大津波警報」を設けることで津波警報の格下

げ感を招くことも懸念される。 

 

② 地震規模推定の不確定性が高い段階で想定最大マグニチュードを用いて津波

警報を発表する場合の津波の予想高さの定性的表現をどうするか。（第２回検討

会資料１、２．） 

○ 気象庁マグニチュードが８以上となり定性的表現で発表されることは稀で、

情報を受け取った方は内容がよく理解できず混乱するのではないか。 

 

○ 大津波警報、津波警報、津波注意報の分類でそれぞれ定性的表現を用いるが、

３つに区分するような分解能があるのか。分解能があるのであれば、各分類の

最高値など、高さの数値を出す方がよいのではないか。一方、単に避難してほ

しいのであれば、大津波警報の「巨大」を強調する意味で、津波警報の「大き

い」と津波注意報の「大きいおそれ」の定性的表現は必要ないのでは。 

 

○ 「巨大」「大きい」「大きいおそれ」は妥当だと思う。想定に基づいて津波警

報を発表するので、津波警報や注意報でも防災対応をとっていただく必要があ

ることから定性的表現で発表すべき。 

 

○ 津波地震は巨大な地震より頻度も多く揺れも小さいため、この対策をどうす

るかは大きい問題である。津波地震だから津波が大きくなる、といったことを

どう伝えるかも重要で、単に「巨大」と言って伝わるということではないので

はないか。 

 

○ 提示された案で基本的にはよいと思うが、津波の高さは場所によって大きな

幅があるため、「各所に巨大な津波が来襲」など、もっと不確定的な表現として

も良いのではないか。数値を出すことについては、その数値に依存してしまう

ことになるおそれがある。 

 

○ 解析を超える規模の地震が発生し、大きな津波が来るおそれがあることを伝

えるには、気象庁での解析を超える地震であることを伝えることが重要ではな

いか。 

 

○ 解析を超えることだけではなく、避難行動に結びつくような表現が必要。 
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○ 不確実性が大きい中での情報の発表については、情報の受け手である国民が、

本来は情報を取得して迅速に避難しなければならない状況下で「情報待ち」の

状況にならないよう、発表のタイミングと内容について注意深く検討すべきで

ある。 

 

③ 津波警報の避難を呼びかける文に予想到達時刻までの猶予時間を反映させる

か。 

 （第２回検討会資料１、３．） 

○ 近地地震、遠地地震とも、「ただちに避難」という表現で問題はない。 

 

④ 警報・情報文において警戒すべき地理的な範囲に言及すべきか（第２回検討会

資料１、４．） 

○ 予想される津波の高さに応じたハザードマップに関しては、中央防災会議の

「災害時の避難に関する専門調査会 津波防災に関するＷＧ」で議論していく

予定である。 

 

⑤ 高い津波が予想されている場合の小さな津波観測結果をどのように発表すべ

きか 

（第２回検討会資料１、５．） 

○ 津波の第１波については科学的視点からも、時刻や押し引きは重要だが、高

さそのものは速報するほどの意味はなく、事務局案で差し支えない。 

 

⑥ 沖合での津波観測情報を別途の情報とすべきか（第２回検討会資料１、６．） 

○ 有効な情報と思うが、観測情報なのか予測情報なのか分かりにくい。もっと

分かりやすいものにした方が良いのではないか。 

 

○ ３月１１日の大震災では、釜石沖の GPS 波浪計が津波来襲の９分前に津波を

とらえていたが停電のため伝わらなかった。重要な情報なので是非発表してほ

しい。 

 

○ 対処案のとおり、従来の観測情報とは別の情報とした方が、伝える側は使い

やすい。沖合で観測された事実を伝えることで、避難行動を後押しすることが

できる。 

 

○ 「岩手の沖合で何ｍ観測」のような、見出し文のような表現を工夫してほし

い。 

 

○ 予想される高さと沿岸での推定値が大きくかけ離れた場合にどうするのか議

論が必要。また、観測されたことそのものが重要であり、精度も高くないと思



25 
 

うので、数値は出さなくて良いのではないか。 

 

○ GPS 波浪計の情報は今までも発表されてきたが、使われてこなかった理由を

総括すべきではないか。 

 

○ 沖合での観測値は、消防団などが避難誘導する上でも、沖合に津波が来てい

るという切迫感が伝わることから有益と考える。 

 

⑦ その他表現等の論点（第２回検討会資料１、７．） 

○ 「１０ｍ以上」の高さ区分は１０ｍが含まれないことになる。「１０ｍ超え」

などにすべき。 

 

○ 「３ｍ」という数字は、現在は「大津波警報」の区分に属しているが、この

案では「津波警報」の区分となる。このように変わることに説明が必要である。 

 

○ 今回の高さの区分けは、天文潮位を踏まえた高さ設定となっているが、今後

TP を踏まえた津波の高さによる津波警報導入時に、予測誤差と潮位変動との

関係を議論した方が良い。 

 

○ TP に基づく高さ予想をする方向とのことだが、今回の津波警報の改善にあ

わせて実施してはどうか。 

 

○ 津波観測情報の「津波観測中」の表現は、「津波」という文言は必要でなく、

「最大波観測中」とした方が良い。また、「これまでの最大波」の「これまで」

の部分は無い方がよい。 

 

○ 沖合で観測された津波が沿岸に到達する推定時刻は、猶予がある、というこ

とではなく、残された時間、のような表現がよいのではないか。 

 

⑧ その他（第２回検討会資料３） 

○ エリアメールは文言の制限があるため、鳴動することによって初動体制の取

りかかりとしてほしい。 

 

○ 防災無線が届かない沿岸にいる人には、津波注意報でも重要と考える。エリ

アメールに関しては一つの企業努力に頼るのではなく、気象庁だけでなく総務

省や内閣府と一体となって検討すべき。 

 

⑨ 津波警報の高さ区分の基準と警報・情報文中の表現の対応表（案）（第２回検

討会資料２） 

○ 人的被害が生じることに関する記述を「大津波」の所にも記載する方が良い
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のではないか。 

 

○ 「甚大」という言葉が一般的な表現なのか検討が必要。 

 

○ 呼び掛けの文言は短い表現が望ましい。 

 

○ 津波警報以上でも津波注意報で用いている「危険」のキーワードを入れた方

がよいのでは。 

 

○ 「想定される津波のリスクととるべき行動」の順番だが、「とるべき行動」を

先にする方が良いのではないか。 

 

○ 中央防災会議の「災害時の避難に関する専門調査会 津波防災に関する WG」

と連携する必要がある。 

 

○ 「堤防を超えて」の表現は、１０ｍからとなっているが、５ｍ以下は堤防を

超えないというようにも読めてしまうのではないか。 
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３．第３回検討会（１月３１日） 

 

○ 津波警報等の電文中の「見出し」の部分に「東日本大震災クラスの津波が来

襲します」といった過去事例を用いることにしているが、インパクトは非常に

あると思う。 

 

○ 「東日本大震災クラス」と表現したときに、受け取り方が地域によっても違

う。見出しの部分に過去事例を付加するときには、この文言によって避難する

側がどういった津波を連想し、どのような避難行動をとるのかが大切である。

過去に発生した津波でどのような津波や被害が想起されるか、あらかじめ整理

しておくと良い。 

 

○ 見出しの中で、「ここ数年に一度」や「ここ数十年に一度」といった表現も、

どのくらい珍しい現象かを表す方法の一つかと思う。 

 

○ 「ここ数年に一度」や「ここ数十年に一度」といった表現は、津波のような

低頻度の現象の場合は、よく分からないのではないか。 

 

○ 過去事例を引用することは、仮にそれが知らない事例であっても、引用され

ているということ自体から重大性を想起させる効果があると思う。一部でも知

っている人がいれば（率先避難者として）、他人に呼びかけを行うことにもつな

がる。但し、的確に重大性を想起できるよう、事例の選択には十分な検討が必

要である。 

 

○ 具体的な過去事例の引用は、最後の切り札のようなもので、特異的なこと、

普通ではないことが伝わることが重要。 

 

○ ラジオなど音声で伝える場合、過去事例の引用は、台風のように避難までに

時間がある場合には有効であるが、津波のような猶予時間が無い場合には危機

感が直ちに伝わるかどうか難しいところである。伝え方を報道としても検討し

ておきたい。 

 

○ 内閣府、消防庁、気象庁とで津波避難に関して面接調査を行ったが、周りか

らの呼び掛けによって避難したという方が多いことが分かっている。防災教育

などで過去事例を知っている人がいれば、他の人に呼びかけるなどが期待でき、

避難する方を増やすにはあらゆることを考えて対応することが重要で、過去事

例を出すことは良いことである。 

 

○ 台風の場合「伊勢湾台風並み」といった呼びかけにより、住民だけでなく行

政側もイメージしやすかった。きわめて稀な巨大津波の時も分かりやすいと思
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う。今は、「東日本大震災」がイメージしやすいと思う。 

 

○ 今回の提言は、情報を出す側からの立場からのものであるが、受け手側にお

いて改善の内容をきちんと理解していなかったり、変更されたこと自体が知ら

れていなかったりするので、十分な周知をすることが大切である。自治体でも

広報を行っていくことになるが、機会がある度に気象庁や報道等からの周知を

お願いしたい。 

 

○ 気象庁はこれまで、精度や分解能の向上に努めてきたが、これは言ってみれ

ば情報への依存度を高めるものであった。今回、技術の限界を認め、限界を超

えるような事象に対しては、情報の受け手に自ら適切な判断をしてもらうとい

う方向に大きく舵を切った。これは正しい方向であるが、同時に情報の受け手

にも理解力を求めるものである。即ち、巨大な津波という表現を聞いたら、速

やかに避難を想起し、行動が取られなければならない。このためには、今後周

知活動と同時に、防災教育にも力を入れていくことが重要である。 

 

○ 沖合津波観測情報の表現の並び方は、沿岸での推定値をはじめ伝え、それを

理由づける観測値を後にする方が良いのではないか。 

 

○ 沖合津波観測情報は、津波が実際に発生し来襲しているという事実を伝える

ことに意義があるものと理解している。最初に発表される津波警報で避難を呼

びかけ、その後のさらなる避難の後押しするものと考えており、表現の並びは、

案のままで良いのではないか。 

 

○ 震度速報の中で「震源が海底の場合、津波が発生するおそれがあります。気

象庁の発表する情報に注意してください。」という文言によって、情報待ちとな

りはしないか。 

 

○ 津波警報等の情報文の中で、「津波は繰り返し襲ってきます。観測値が小さ 

くても、決して油断しないでください。」という文言があるが、「油断しない」

という表現では、どういう行動すればよいのかよくわからないのではないか。 

 

○ 遠地で起こった津波の場合は、津波による避難が長くなることは、ある程度

予測が付くので、それを考慮した避難の呼びかけをすることが良いと思う。 

 

○ 「大津波警報」という文言を正式な位置づけにするにあたり、英文での表記

も検討して欲しい。 

 

○ 東北地方太平洋沖地震によって、津波に対する意識は高くなったが、津波の

来襲まで早い所でも 20～30分程度かかったことが効いているのか、東海地震や
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南海・東南海地震の場合はすぐに津波が来襲するという意識が低下している。

また、地震に対する関心は非常に上がったが、具体的な防災対策に結びついて

いないのが現状である。 
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意見募集結果 

 
 １２月１６日にとりまとめた、「津波警報の発表基準等と情報文のあり方に関する提言（案）」」に対する意見聴取を以下のとおり行っ

た。 
 
１．インターネットによる意見募集 ３６名（募集期間：１２月１６日～１月１８日） 
２．都道府県への意見聴取     ４３都道府県、１２振興局（北海道）、６０３市町村 
３．報道機関等への意見聴取    １２８機関 
４．国の機関への意見聴取     ２０機関 
 
 頂いたご意見の概要及び気象庁の見解は次ページのとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

別紙３ 
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頂いたご意見及び気象庁の見解 

提言(案)の項目 主なご意見 気象庁の見解 

４．１ 津波警報や津波情報の

見直しに関する基本方針 

・今回の震災における教訓を反映したものと考える。 

・簡潔で行動に結びつくような情報を期待する。 

受け手側の立場に立った、簡潔で行動に結びつく津波警報となるよう、今後と

も努めてまいります。 

４．２ 津波の高さ予想の区分と

津波警報の分類との対応 

（１）津波の高さと被害との関係 

・概ね妥当と考える。 

・高さと被害との関係について住民等への周知が重

要である。 

津波警報や津波避難等の普及啓発については、地方気象台も含めた全庁的

な取り組みとして進めてまいります。その中で、高さと被害との関係の周知も

進めてまいります。 

４．２ 津波の高さ予想の区分と

津波警報の分類との対応 

（２）津波警報等の発表基準に

ついて 

・津波の高さと被害の関係調査から津波警報等の発

表基準を整理したものであり、妥当な基準と考える。 

・現行の津波注意報は、その位置づけが分かりにくい

ように思われる。 

津波注意報により居住区域で過大な避難行動がとられることは、津波警報へ

の危機感を弱める影響があると考えます。津波注意報は沿岸部の海上、海

の中及び海岸付近への注意の呼びかけであることの周知を進めてまいりま

す。 

４．２ 津波の高さ予想の区分と

津波警報の分類との対応 

（３）津波の高さ予想の区分に

ついて 

・津波の高さと被害の関係調査から区分されたもので

あり適切である。 

・高さの区分の境界「１０ｍ」「５ｍ」「３ｍ」「１ｍ」につい

て、「以下」か「以上」かを明確にすべき。 

「１０ｍ超」  １０ｍ＜予想高さ 

「１０ｍ」    ５ｍ＜予想高さ≦１０ｍ 

「５ｍ」       ３ｍ＜予想高さ≦５ｍ 

「３ｍ」       １ｍ＜予想高さ≦３ｍ 

「１ｍ」     ０．２ｍ≦予想高さ≦１ｍ 

とし、この区分の周知に努めてまいります。 

４．２ 津波の高さ予想の区分と

津波警報の分類との対応 

（４）大津波警報の呼称につい

て 

・混乱を避けるため、「大津波警報」と「津波警報（大

津波）」の両方を利用するよりも、「大津波警報」に統

一したほうがよい。 

・「大津波警報」も「津波警報（大津波）」と同義と位置

づけることに同意する。 

 

警報文をはじめ、ホームページ、パンフレット等、一般に用いる場合は「大津

波警報」「津波警報」との表現とします。 
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提言(案)の項目 主なご意見 気象庁の見解 

４．３ 津波警報の情報文のあり

方 

（１）津波警報の内容と表現に

ついて 

・津波注意報の高さの定性的表現「大きいおそれ」は

分かりにくい。 

・不確定性が高い巨大地震等に対して定性的表現に

より異常事態であることを伝えることは重要。 

・定性的表現が必要かどうか疑問。 

・「ただちに避難」という表現は差し支えないが、海外

での地震等の場合警報発表のタイミングは十分に検

討すべき。 

・警戒すべき地理的な範囲について、津波警報「沿岸

部や川沿い」等は、妥当／ある程度具体的に表現す

べき、他。 

・優先的に伝えるべき事項が分かるフラグは切迫度

が分かり、対応がしやすいと考える。 

・フラグの意味については平常時から周知をはかるべ

き。 

・津波注意報の高さの定性的表現は、「大きいおそれ」の場合、警報の定性的

表現「大きい」の言葉を用いており、混乱を招くおそれがあること、不確定性が

高い段階でまずは注意報程度の津波となる可能性があることを伝えることが

趣旨であり、必ずしもさらに高さの定性的表現を追記する必要性は低いと考

えられることから、津波注意報については、定性的表現は、なしとします。 

・巨大な地震が発生した場合、地震発生後３分の段階では、地震規模の推定

にかなりの不確定性を伴います。この段階での予想高さも不確定性が高く、

その値を参照し何らかの防災対応をとれるだけの信頼性はありません。また

この場合、非常に高い津波がただちに来襲する可能性を有しており、高さを

報じて誤解を与えるよりも、定性的な表現としてまずは避難を促すことが重要

と考えます。 

・海外で発生した地震については、外国の検潮所のデータ等を踏まえつつ規

模を推定し、日本沿岸への到達の２時間程度前までを目途に警報を発表しま

す。 

・警戒すべき地理的な範囲については、標高、広がりとも、地形や土地利用形

態等などにより大きく異なるため、津波警報において予報区単位で一律に規

定することは適切ではないと考えます。 

・フラグを含め、警報文の意味、利用の仕方につき、周知に努めます。 

４．３ 津波警報の情報文のあり

方 

（２）津波観測情報の内容と表

現について 

・小さい観測値は定性的に発表し、基準を超えた場合

観測値を速やかに公表で異存はない。 

・小さい観測値の定性的表現の場合でも、防災部局

には数字を知らせてほしい。 

・沖合観測情報の沿岸の推定値は、数値で発表した

ほうがよい（定性的表現よりも数値での発表に賛成す

る意見が多い）。 

・予想高さに比べ十分小さい観測値は、避難行動の妨げになる懸念があり、

一般に公表することは適切ではないと考えます。津波による潮位の推移につ

いては、気象庁ＨＰや防災情報提供システムでの潮位観測情報で確認いただ

けます。 

・沖合観測情報の沿岸の推定値は、推定が可能な場合は、数値で発表するこ

ととします。 
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提言(案)の項目 主なご意見 気象庁の見解 

４．３ 津波警報の情報文のあり

方 

（３）その他の事項 

・「津波到達中と推測」等の用語等について、誤解さ

れない表現となっており、問題はない。 

・もっと簡単な表現にすべき。 

簡潔で行動に結びつく表現のあり方については、今後とも検討を進めてまい

ります。 

４．４ 津波警報の高さ区分の

基準と警報・情報文中の表現

の対応 

・警報とハザードマップの連携が重要である。 

・「津波警報の高さ区分の基準と警報・情報文中の表

現の対応表」について、概ね問題はない。 

津波警報と避難指示等やハザードマップなどの津波防災対策の連携を図って

まいります。 

４．５ 津波警報・情報文の改善

案 

・観測値上昇中の場合は「＋」とするよりも文字で「上

昇中」と明示したほうがよい。 

・大津波警報の場合、沿岸部や川沿いに加え、標高

の低い内陸部での警戒も呼びかける必要があるので

はないか。 

・XML 電文においては、「上昇中」と表記するなど、より分かりやすく表記しま

す。 

・「沿岸部」はある程度の幅を持った表現であることから、大津波警報におい

ても、津波警報と同様の呼びかけ範囲とします。 

４．６ その他の改善 

（１）津波の実況・推移の情報 

・図情報は極めて有効と思われる。 

・図情報を出すとしても見方について十分な説明が必

要。 

図情報を提供する運用を行うにあたっては、見方について十分な周知を行う

こととします。 

４．６ その他の改善 

（２）震度速報における津波へ

の警戒の呼びかけ 

・３分後に発表される津波の情報と同様であれば付加

しても良い。 

・非常によい。 

・あえて新たに付加する必要はない。 

海の近くで大きい揺れを感じたらただちに避難することを日頃から周知するこ

との重要性に鑑み、震度速報において津波への警戒の呼びかけを行うことと

します。 

４．７ 中長期的な課題 

（１）津波監視・予測技術開発 

・潮位に基づく津波警報の発表技術の実用化に期待

する。 

・技術的改善については早期に取り組んでほしい。 

津波警報が防災情報としてより役立つための潮位を踏まえた発表基準の導

入などの技術開発に努めてまいります。 

４．７ 中長期的な課題 

（２）津波防災対策 

・日頃からの普及啓発活動が重要である。 津波防災の推進のためには、警報の改善だけでなく、津波避難の重要性、津

波警報の利用の仕方、津波の特徴などの周知啓発が重要と考えております。

津波防災に係る周知啓発活動に、より一層努めてまいります。 
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提言(案)の項目 主なご意見 気象庁の見解 

その他（上記以外の事項） ・提言が確定したら、様々な機会を設けて周知してほ

しい。 

・過小評価に気を使いすぎて逆に過大な評価になら

ないよう注意すべきである。 

・情報文の変更にはシステム改修を伴うので、具体的

な改修点やスケジュール等につき示してほしい。 

・津波警報の携帯電話による伝達を進めてほしい。 

・確定した提言は、様々な機会をとらえ、周知に努めてまいります。 

・過大な警報が続くと、警報の信頼性が低下してしまいますが、一方、津波警

報は不確定性が高い段階で最悪を想定して発表するため、本質的に大きめ

の予測となる傾向があります。こうした点の周知を進めつつ、根拠無く過大な

警報とならないよう、留意するとともに、発生頻度の高い警報や注意報クラス

の津波に対する予想精度の向上に取り組んでまいります。 

・気象庁としては関係システムを改修し年内の運用を目指します。ただし、住

民等へ伝達の役割を担う関係機関もシステム改修が必要となってくるところが

あるため、具体的な警報・情報の改修点を早急に提示したうえで、関係機関

のシステム改修の目途を考慮しつつ、新しい警報・情報の運用を開始したい

と考えています。 

・携帯電話会社では、一斉同報メールでの津波警報通知サービスを行う計画

を発表しています。引き続き、携帯電話による伝達を促進してまいります。 

 

 


